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第１節 想定地震 

本計画では、市川市地域防災計画（震災編）と同様、本市が実施した「東京湾北部地震による被害想
定結果」を被害想定とする。 

なお、被害想定は、本市や周辺地域の社会・自然的条件、都市の変遷によって大きく変化する。 
 

○東京湾北部地震の各諸元と位置図 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 上図に地震断層面を投影している。 
実線は、断層上端側を示しており、市川市に向けて深部に傾斜している。 
赤の×印は、破壊開始地点（震源地） 

 

  

諸   元 東京湾北部地震の断層 
緯度（度） 35.32 
経度（度） 140.14 
断層上端深さ ｄ(km) 20 
長さ Ｌ(km) 63.64 
幅 Ｗ(km) 31.82 
走向 θ（°） 296 
傾斜 δ（°） 23 
マグニチュード Ｍ 7.3 

東京都

神奈川県

千葉県

埼玉県

×

傾 斜

走 向

断層上端深さ

基準となる座標 
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第２節 市川市における被害想定 

本市が実施した「東京湾北部地震による被害想定結果」を以下に示す。 
 

○東京湾北部地震（M7.3）による被害予測結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 人口・世帯数は、令和３年 4 月 1 日時点（千葉県毎月常住人口調査より） 
※ 全建物棟数は、平成 24 年 1 月 1 日時点、被害率は（全壊棟数+半壊棟数✕0.5）/全建物棟数 
※ ライフラインの被害率は、1km の延長上で発生する被害箇所数（破損、漏洩、抜け落ちなど） 

  

現 

況 

項  目 現  況 
人口 ※（人） 497,109 
世帯数 ※（世帯） 243,899 
面積（㎢） 56.39 
全建物棟数 ※ 108,221 
水道管総延長（㎞） 982.88 
ガス管総延長（㎞） 961.13 
電柱設置総本数（本） 32,624 

被
害
想
定 

項  目 被害量 

市川市内での震度階級 ６弱〜６強 

建物被害 

全壊棟数 3,678 

半壊棟数 17,196 

被害率（%） 11.3 

火災被害 
出火件数（期待値） 14.5 

焼失棟数 6,108 

人的被害 
死者数（人） 331 

負傷者数（人） 4,072 

ライフライン被害 ※ 

水道 
配水管被害件数 379 

配水管被害率 0.39 

ガス 
ガス導管被害件数 29 

ガス導管被害率 0.03 

電力 
電柱被害件数 250 

電柱（損壊）被害率 0.77 

避難者 避難生活者数（人） 47,191 
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○東京湾北部地震Ｍ7.3 の震度分布と液状化発生分布図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
建物が密集している東京メトロ東西線沿線や地盤が軟弱な大柏川・国分川付近では、建物被害・人的被

害・火災による被害とも多いと予想された。 
同地域は、地盤の液状化が発生する危険性があり、ガス・水道・電気などのライフラインの被害も多い結果と

なった。市内の地震被害は、次ページのとおりに想定された。 
  

凡例 
震度階級 
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○建物危険度                         〇電柱被害危険度 

○水道管被害危険度                      ○ガス管被害危険度 

○各図のランク 
（1:小さい〜5:大きい） 

※ 市川市想定地震被害調査結果より、作成 
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第３節 関東地方における被害想定 

東京湾北部地震が発生した場合、本市が単独の大きな被害を受けるだけでなく、東京湾沿岸の都市では
震度６弱以上の大きな地盤の揺れと液状化の発生が懸念される。 

東京湾北部地震による被害予測を公表している行政機関は、内閣府・千葉県・埼玉県・東京都・横浜市
さいたま市の 6 つの機関（千葉市は、平成 20 年度のみ）である。 

これらの予測結果から、首都圏における被害想定を以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○東京湾北部地震による、鉄道運休予測図 

「地震時の鉄道運休時間の推定方法」、高浜 勉、翠川三郎 

日本地震工学会論文集 第 11 巻、第 2 号、2011 

※小さい四角形の集まりが想定地震
断層面である。 

○内閣府による東京湾北部地震の震度分布 
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第４節 本市における業務執行環境の被害予測 

関東地方と本市の被害想定結果を受けて、下図にライフラインを含む都市機能の被災予測を整理した。 
本計画では、これらの資源の枯渇状況を前提とする。 
  

  

大
渋

滞
、完

全
不

通
日

常
活

動
に

甚
大

な
支

障
若

干
の

支
障

主
要

都
市

で
は

、不
通

状
況

震
源

地
か

ら遠
方

よ
り徐

々
に

啓
開

都
心

か
ら千

葉
市

に
か

け
た

広
域

の
渋

滞
・不

通
が

続
く
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に
支
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　（

特
に

南
行
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地
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）
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が
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な
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台
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柏
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の
地

域
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水

道
の
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通
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市
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不

通

市
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地
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心
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停

電
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地

域
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部

に
停

電

広
域

に
て

、停
電
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埼

玉
県

、神
奈
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県
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次
回
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し

て
い

く

輻
輳

に
よ

る
障

害 広
域

に
輻

輳
障

害

広
域

に
輻

輳
障

害

 支
障

状
況

が
大

きい
　一

部
地

域
が

回
復

に
向

か
う

　広
域

に
回

復
に

向
か

う

千
葉

県
内

関
東

地
域

内

交
通

3ヶ
月

　　
　

　　
　時

間
地

域
3時

間
12

時
間

支
障

東
京

湾
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部
地

震
（

M
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に

よ
る

都
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機
能

の
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災
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測
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市
内

1日
3日
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間
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月

市
川
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内

千
葉

県
内

関
東

地
域

内

ライ
フラ

イ
ン

市
川

市
内

関
東

地
域

内

電
気

市
川

市
内

千
葉

県
内

関
東

地
域

内

通
信

千
葉

県
内
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本市における業務執行環境の被害予測結果を下記に示す。 
本計画では、これらの予測結果を踏まえ、非常時優先業務の選定と目標復旧時間を検討する。 

 

○
業

務
執

行
環

境
の

被
害

状
況

予
測

（
リソ

ー
ス

の
被

災
）

 

直
後

〜
3時

間
3時

間
〜

1日
2日

〜
3日

4日
以

降

庁
舎

建
物

現
地

災
害

対
策

本
部

室
机

･椅
子

等
が

散
乱

LA
Nに

不
備

が
発

生

職
員

死
者

･負
傷

者
の

発
生

庁
内

に
救

護
所

を設
置

備
蓄

薬
品

の
確

認
ロー

テー
シ

ョン
勤

務
か

ら通
常

勤
務

に
移

行
して

い
く

非
常

食
関

連
食

糧
等

が
床

に
散

乱
して

い
る

一
部

の
食

品
が

破
損

す
る

備
蓄

品
が

底
をつ

く
応

援
協

定
業

者
も被

災
して

お
り、

食
糧

等
が

来
な

い

電
力

非
常

電
源

の
燃

料
切

れ
で

停
電

燃
料

配
送

会
社

と供
給

会
社

の
被

災
に

より
供

給
不

可

電
話

携
帯

電
話

Ｍ
Ｃ

Ａ
無

線
等

上
水

道
保

存
飲

料
水

の
消

化

下
水

道
仮

設
トイ

レの
設

置
仮

設
トイ

レの
個

数
は

、職
員

の
1%

（
基

）
仮

設
トイ

レの
容

量
オー

バ
ー

に
より

、使
用

不
可

し尿
の

抜
き取

りが
出

来
な

い

PC
･プ

リン
ター

･コ
ピ

ー
機

等

イ
ン

トラ
ネ

ット
サ

ー
バ

アン
カー

で
固

定
して

あ
る大

型
サ

ー
バ

、固
定

措
置

対
応

済
み

の
ﾗﾂ

ｸ型
の

サ
ー

バ
は

転
倒

しな
い

デ
ィス

ク故
障

に
より

、デ
ー

タは
使

え
な

い

イ
ン

ター
ネ

ット
サ

ー
バ

ラッ
クよ

り転
落

､サ
ー

バ
破

損
共

有
デ

ー
タは

使
用

不
能

移
送

･輸
送

の
制

約
（

道
路

）
協

定
業

者
か

らの
燃

料
補

給
が

で
きな

い

応
援

協
定

の
建

設
会

社
等

※
　上

記
記

載
内

容
は

、市
防

災
計

画
の

被
害

想
定

、庁
内

調
査

等
を

参
考

に
して

予
測

した
。

　　
これ

に
よ

り、
業

務
継

続
計

画
の

運
用

計
画

を
立

て
て

い
る

。

参
集

した
職

員
に

より
災

害
対

策
本

部
室

の
機

能
を回

復
させ

る
一

部
で

火
災

が
発

生
し､

スプ
リン

クラ
ー

か
らの

放
水

で
パ

ソコ
ン･

サ
ー

バ
の

停
止

資
源

名
想

定
され

る
被

害
状

況

庁
舎

の
天

井
や

壁
な

どの
一

部
に

損
傷

被
害

が
あ

るが
､使

用
は

で
きる

状
態

書
類

等
が

散
乱

して
お

り、
一

部
の

棚
等

が
転

倒
して

い
る

パ
ソコ

ンの
損

傷
もあ

り､
使

用
不

可
が

３
割

程
度

発
生

庁
内
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Nに

支
障

が
発

生
す

るが
､早

期
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回
復

す
る

通
信

･情
報

関
連

の
機

器
は
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復
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い
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庁

舎
に

避
難
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来
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動
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頂
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滞
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況
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援
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災
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め
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稼
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防
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定
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援
体

制
が

組
め

な
い
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況

ロー
テー

シ
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み

勤
務

（
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時
間
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か
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）
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員
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約
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散
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あ
る水

を有
効

に
活

用
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道
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用
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可
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洗
トイ
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用
が

不
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職
員

、来
訪

者
､避

難
者

等
に

食
糧

等
の

配
布

を始
め

る

携
帯

電
話

は
つ

な
が
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くい

状
況

が
続

く
携

帯
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ル
は

､遅
延

とな
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使
用

可
能

机
上

の
書

類
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機
器

が
多

数
落

下
機

器
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％
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用
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可
能

情
報

イン
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の
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は
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目

に
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い
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事
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で
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情
報
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通
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１
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す

災
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用
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能
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常

電
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稼
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　(
非

常
用

コン
セ

ント
の

み
)
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